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社会福祉法人 神戸老人ホーム 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画 

 

仕事と生活の調和を図り、職員がその能力を発揮できる働きやすい雇用環境整備を行う

ため、次のように行動計画を策定し、また２つの数値目標を設定することによりその進捗

を確認する。 

 

１．計画期間  令和 8 年 4 月１日～令和 18 年 3 月 31 日（10 年 0 ヶ月間） 

 

２．目標と取組内容・実施時期 

令和 8 年 3 月現在、職員の平均年齢が 49.04 歳と高年齢化が進む中、次世代が仕事と子

育てを両立し、いきいきと活躍できる職場づくりに 10 カ年計画で取り組む。法人のきめ

細やかな職員支援体制の利点をアピールし、子育て世代に選ばれる事業場となることで、

両立支援制度の利用実績が伸長する好循環に結びつける。 

 

《対策と実施時期》 

令和 8 年 4 月～ 採用計画の導入（人事部における採用計画の策定） 

     採用計画に基づくリクルート活動の実施 

     ※令和７年度に公休日数を年間 108 日から 120 日へ増加させたが、再 

び有給休暇の取得率が 80％以上となるよう目指す。 

※子育て世代の要望に応え、時間単位有休の上限日数を３日から５日 

へ拡大する。 

令和 9 年 4 月～ 採用計画の実効性検証、採用計画の策定方法の見直し（人事担当） 

         採用計画に基づく広報戦略の立案（採用・広報担当） 

         有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取得 

状況、労働時間の状況把握（労務担当） 

 令和 10 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 

          新卒の採用活動の展開（採用担当） 

          若年層の中途採用広報戦略の立案（採用・広報担当） 

          新卒採用職員の離職状況分析、離職防止策の立案（育成担当） 

          福利厚生制度の見直し（労務担当） 

有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当） 
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令和 11 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 

      20 歳代～30 歳代を対象とした広報活動の展開（広報担当） 

      休暇制度・福利厚生制度の利用実績に基づくアピールポイントの洗 

い出し（労務・広報・採用担当） 

有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当） 

 令和 12 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 

採用計画に基づくリクルート活動の展開（採用・広報担当） 

管理職の交代にむけた職員の配置計画（人事担当） 

          次世代管理職の育成計画（育成担当） 

          有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当） 

令和 13 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 

採用計画に基づくリクルート活動の展開（採用・広報担当） 

管理職候補の選抜（人事・育成担当） 

有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当） 

令和 14 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 

採用計画に基づくリクルート活動の展開（採用・広報担当） 

管理職候補の教育（理念・コンプライアンス・経営） 

          有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当） 

令和 15 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 

採用計画に基づくリクルート活動の展開（採用・広報担当） 

管理職候補の教育（マネジメント・職員育成） 

有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当） 

令和 16 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 

採用計画に基づくリクルート活動の展開（採用・広報担当） 

管理職候補の教育（医療介護制度・労務・会計・法務・システム管 

理） 

          有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当） 

 

 令和 17 年 4 月～ 職員の配置計画・採用計画の策定、検証（人事担当） 
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採用計画に基づくリクルート活動の展開（採用・広報担当） 

管理職人事の発令 

          有給休暇・特別休暇・リフレッシュ休暇の取得状況、育児休業の取 

得状況、労働時間の状況把握（労務担当）。 

 

《数値目標》 

目標１ 育児休業等取得率の引上げに努め、特に男性職員の育児休業取得率は 50％以上の 

水準を目標とする。 

 

目標２ 常勤職員の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数は各月 30 時間未 

満を目標とする。 

     


